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１はじめに
騒音・振動波形の解析において，実測データをもとに各種の統計情報や相関関数を算出
することの重要性は今更言うまでもない')。しかし，現実の実測状況では，データ・レコー
ダのバイアス調整や計器の動作レンジの不適性な選定，または測定系の構造上から信号波
形の上部や下部が不可避的に制限された形態でデータ記録される場合がある。また，実際
上は平均値付近から離れた揺らぎの端における標本数が少なくなり，多数標本に支持され
る信頼区間のみに着目するため，揺らぎ振幅の両端を積極的に制限しなければならないこ
ともある。このような場合は，観測データに対して定義式通りに統計的な平均操作やフー
リエ変換を機械的に適用しても，もとの波形に関する統計情報を正確に検出できないこと
は明らかである。すなわち，何らかのデータ処理を施してこの振幅制限の影響を予め取り
除く必要がある2)3)。
以上の見地から，ガウス型不規則騒音・振動波について，有限区間情報のモーメント統
計量に基づいて原波形の統計量，特に相関関数やスペクトル推定に関する研究を行ってき
た4)。本論文では必ずしもガウス型に限らない一般の不規則騒音･振動波の統計量推定に関
する検討を行っている。つまり，まず，振幅制限を受けた不規則波の確率密度関数を統計
的エルミート多項式とデイラックのデルタ関数を用いて一般表現しこの一般表現のモー
メント統計量と観測データのモーメント統計量を比較することによってエルミート多項式
の展開係数を推定する。次いで，この確率分布情報に直結する展開係数に基づいて各種の
統計情報を推定している。更に，振幅制限を受けたデータの時間率から一旦，従来の方法
で平均値や標準偏差などの統計量を求め，次に，これらの統計量を用いて振幅制限を受け
た時間率を再評価する方法についても検討した。
２理論的考察
原波形jr(/)が何らかの原因によりその一部があるレベル(下限レベルα,,上限レベルα2）
で制限された波形jrt(/）として記録されたとき，あるいは，有限区間[α,,α2]情報のみが信
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頓できるとき，これらの有限区間情報に基づいて原波形に関する統計量を推定するのが本
研究の目的である。
２．１振幅制限を受けたガウス型不規則騒音・振動波の平均値，標準偏差の推定
いま,考察対象とする不規則信号工(/)が平均値ハ標準偏差ぴをもつガウス分布に従う
とき，ｊｒｆ(/)の確率密度関数血(")は，ガウス分布とデルタ関数８(砥)を用いて次のように
表される｡。
Ａ(Z)＝１V(工)〃(")＋β16(ｊｒ－ａ,)＋β28(Ｚ－ａ２） (1)
ただし
Ⅳ(顕)薑▽簔万exp{-些元f4z｝
〃(麺)篝{;:二五二雀〃
&=ﾉ[:1ＭＭ=ﾉl:M伽 (2)
ここで，ｚｆ(/）の1次および２次の各モーメント統計量加1〃2は定義より，それぞれ
”!＝ﾉ[:"化)ぬ
＝◎2{Ｍα,)－Ｍα2)}＋ﾉα(１－β１－β2)＋β,α,＋β2α２
噸,＝ﾉ〔ン，心)ぬ
ぴＷ(α,)(α,＋似)＿ぴ2Ｍα2)(α2＋｣(』)＋(ｏ２＋ﾉ(４２)(１－β,＿β2)＋β,αf＋β2α；
(3)
(4)
となる。(3)，(4)式において，α,,α2は予め与えられ，腕,,腕2は観測データから直接計算でき
る統計量である。また，β,,β2は(2)式に基づいて振幅制限を受けたデータの時間率から推
定することができる。結局，(3)，(4)式から得られる非線形連立方程式
/い◎)＝ｏ２{１V(αl)￣１V(α2)}＋似(１－β１－β2)＋β'α'＋β2α2￣腕'＝０
９(Ｍ)＝ぴ2Ｍαl)(α1＋ﾉα)￣ぴ２１V(α2)(α2＋ﾉLZ）
＋(ぴ2＋似2)(1￣βl￣β2)＋β1㎡＋β2α;￣”2＝0 ’ (5)
を数値計算手法（例えば，修正ニュートン・ラフソン法5)）を用いることにより仏ぴに関し
て解くことができ，振幅制限の影響を取り除いた平均値標準偏差を求めることができる。
２．２振幅制限を受けた非ガウス型不規則騒音・振動波の展開係数の推定
考察対象とする不規則信号工(/)の振幅分布が非ガウス型の任意分布を示す場合は,エル
ミート多項式Ｈｈ(虹)をまず導入し，各展開係数をＡ１,Ａ２,…,Ajvとすれば，ｏｒ(/)の確率密
度関数，(工)は次式のように直交展開表現される。
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，(小川(錘){'+三Ｍ池)｝
M(ヱ)臺志exp(一等LA－☆<H血)＞
(6)
(6)式は，平均値０，分散１の標準正規分布を展開の基幹にしているため，実際の平均値，
標準偏差からのずれは展開係数Ａ〃に反映されることになる。
(6)式において,(１V＋1)次以上の項が無視できるとするとき,振幅制限を受けた波形ｒ`(/）
の確率密度関数，`(刀)は，ガウス分布の場合と同様，(6)式とデルタ関数を用いて次式のよ
うに表される。
Ａ(jU)＝，(ｚＭ(z)＋β１８(ｊＵ－ａ,)＋β28(jr-a2） (7)
ただし
〃(ｪに{l登二五二二助
βＦ工二，(麺)`Ｍニノ(;:，Ｍ‘ (8)
ここで，虹化)の1次，２次，…，１Ｖ次モーメントは定義により次のように計算される。
"01＝Ｉｉ＋AlIh＋…＋β1α,＋β2α２
腕2＝Ｌ＋Ａ１Ｌ＋…＋β,αf＋β2α； Ⅱ (9)〃Ⅳ＝Ｌｖ＋AlLv+,＋…＋β,α{v＋β2α1Ｖ
ただし
ムー隙wｉ(肋
(9)式において，α1,α2は予め与えられ，川加2はＺ`(/)から直接計算できる統計量である。
また，Ｌｕは標準正規分布に関する〃次モーメントで次の漸化式により予め求めておくこと
ができる。
凡一志ﾉ(f2exp(一等ルムーM(")-M(蝋）
ん＝αf-Wb(α,)－α22-Ｗｂ(α2)＋("－１)zh-2(〃＝2,3,…,１V）
従って，β,,β2が振幅制限を受けたデータの時間率から推定することができるなら，各展開
係数Ａ１,Ａ２,…,ＡＮは次の１Ｖ元連立方程式の解として求められ，これを用いて振幅制限の影
響を取り除いた平均値，標準偏差などの各種の統計量の推定が可能になる。
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ただし
Ｋｈ＝１㎡+1,Ki2＝Ｉｉ+2-1i,Ｋ３三三L3-3Ii+１，
胸ゴww-M砦-1),…+ﾉV(Ⅳ-1)(Ⅳ-2)(Ⅳ-3）２．４
Ｂｉ＝醜ｆ－Ｉｊ－βｌａｆ－β2α;(ノー1,2,…,１V）
Ｌ+Ⅳ-4-… ，
２．３β1,β2の再評価手法を用いた平均値，標準偏差および展開係数の推定
β,,β2は(2)式あるいは(8)式に基づいて,下限および上限で振幅制限を受けたデータの時
間率から推定することができる。しかし，データが無限個数で､ない限りこれらの値は真値
のまわりにばらつくことになる。一方，(2)式あるいは(8)式の右辺には明らかにﾉα,ｏ，ある
いはＡ１,Ａ２,…,AIvが含まれていることから,振幅制限を受けたデータの時間率から推定し
たβ,,β2を初期値とみなして(2)式あるいは(8)式を用いてβ1,β2を再評価し，ノu,αあるい
はＡ１,Ａ２,…,ＡＮの推定値を逐次改善していくことができる。つまり，次の手順を繰り返す
ことにより，振幅制限の影響を取り除いた平均値，標準偏差，展開係数の推定が可能となる。
手順１振幅制限を受けたデータの時間率から推定したβ,,β2を初期値とみなして,(5)式あ
るいは(10)式をノリ,ｏあるいはＡ１,Ａ２,…,ＡⅣについて解く。
手順２ノ[Z,ｏあるいはＡｌ,Ａ２,…,AIvの真値への収束を目指して(a)と(b)を繰り返し，統計
量を逐次改善していく。
（a）推定したﾉα,ぴあるいはＡ１,Ａ２,…,Ａ〃を(2)式あるいは(8)式に代入し，β1,β2を再評
価する。
（b）再評価したβ,,β2を用いて,(5)式をﾉＭについて，あるいは(１０式をＡ１,Ａ２,…,ＡⅣに
ついて解く。
２．４条件付平均値に基づく自己相関情報の検出
相関関数を計算する方法としては，定義式に基づいてデータを掛け合わせて平均をとる
方法やフーリエ変換に基づく方法などがあるが，当然，これらの適用に当たってはデータ
の全振幅情報を必要とする。別の方法として，時間経過の姿で眺めた騒音．振動波のｒだ
け離れた２時点におけるレベル値の結合確率分布表現に統計処理を施すことによって，一
次相関情報を定義式に基づく方法とは異なった形で導くこともてきる6)。
いま，時間経過と共に任意の変動形態を示す信号レベル値ｒ(/)に着目するとき，その相
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次ぐ２時点におけるレベル瞬時値ｒ,,jU2(jr,＝jr('),ｒ２＝ｚ(/＋r))の結合確率密度関数ｐ(r,，
jr2)は一般に次のように直交展開表示される。
蔬exp{一旦i元奈z}×{ＭＩＦデム)HiF芋）
+２．(Ｍ２)肋(旦云と焔２F￥)｝
２
p(r,,jU2)=＝Ⅱ
ガー１
(11）
ただし，“はそれぞれ，平均値，標準偏差を表す。また，α(",此)は各展開係数であり，
次式で定義される。
`(Ｍ２)=☆古くH､（ 旦夛と)f此(且芋)＞
いま，６℃,＝写を条件レベル値とする条件付平均値叩(ど)は
"(麹'`)…叶[β(`-…鳥α(恥')肋（ＣＤﾉ[： 苧)]粥ｍ(E)＝ (12）
のように表される。ただし，ｐ(工)は周辺分布を表し，，｡(jU)は平均〃,標準偏差ぴのガウス
分布を表す。(12)式の右辺には相関情報,oが明らかに含まれており，この式を,oについて解
くことにより，相関情報が次のように条件付平均値を通して陽表示される。
p-空豐云と潟 息．(川')肋(旱）び (13）５－浬
(13)式において,条件レベル値Ｅはちょうど平均値ﾉαの点でない限り自由に選ぶことができ
るから，これを－．．から。ｏまで変化させ，人為的操作のため新たに導入した重み関数を
かけて積分する（幅だのある積分操作によりＥ＝似の点での欠点は除かれる)。更に，，０，
〃(写)はjUlとjU2の時間差丁の関数であることを考慮し，これを,o(て)，〃(さ;て）と書き改め，
エルミート多項式の性質を考慮することにより，結局，相関関数は次式のように簡易表現
される。
p(ルノ[:mF(‘)処L聟ニムム婚 (14）
ここで，ｋ(さ)は
ル(`)=雫(Ｍ
て､定義され，条件レベル値Ｅに合致したデータが相関関数算出に寄与する重みを表している。
（14)式は，相関情報が全振幅情報を必要とせず，原波形の平均値や条件付平均値などの統
計量に基づいて算出されることを示している。従って，次の手111頁を繰り返すことによって，
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振幅制限の影響を取り除いた自己相関関数の推定が可能となる。
手順１本手法を用いて原波形に関する平均値を推定する。
手順２必要な「の値だけ(a)と(b)を繰り返す。
（a）予め設定した条件レベル値占に合致した時点から「だけ離れた時点での観測データ
に本手法を適用し条件付平均値を推定する。
（b）振幅制限の影響を取り除いた平均値および条件付平均値を(14)式に代入し自己相関関
数を推定する。
３実験的考察
水力発電所の軸付近で実測した騒音データをガウス分布とみなして，これに本手法を適
用した。実測データはサンプリング周波数５ｋＨｚで標本化され，用いた標本データの数は
10,000個で､ある。標本データは平均値および標準偏差で一旦正規化され，更に人工的に上
限あるいは下限での振幅制限を加えた。
まず，下限のみがα,＝－１．５で制限されたとして平均値の推定を行った結果を図ｌに示
す。この場合，振幅制限された時間率から求めたβ１は0.0615であった。つまり6.15％のデ
ータが振幅制限の影響を受けていることになる。図よりこのβ,を直接用いた場合の推定誤
差は0.018程度であるが,再評価手法を用いることにより近似の精度が向上している様子が伺
える。
次に図１と同じデータに対して下限振幅制限レベルを種々変えて平均値を推定した。図
２はα,を－３０から－０．８まで変化させ,βを振幅制限を受けた時間率のみから推定した場
合，再評価を行った場合，何らの処理も行わず振幅制限を受けたデータから直接求めた場
合（直接法と呼ぶ）についてその誤差を比較したものである。このとき，振幅制限を受け
たデータの比率は00023から0.2098まで変化した。同図より明らかなように，本手法によ
る推定結果は，再評価を行うか否かによらず，振幅制限を受けるデータの割合が増加して
も平均値推定に伴う誤差は大きく変化しない。特に，再評価を行うことによってその推定
誤差が減少しており，本手法の有効性を伺うことができる。
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次に同じデータに対して下限および上限に振幅制限を加え(α,＝0.50,α2＝2.20),条件付
平均に基づく相関関数検出法を用いて相関関数を推定した結果を図３に示す。また，振幅
制限のない，元の波形に定義式を適用し相関関数を計算した結果を標準値として実線で示
した。同図において，本手法による推定値は直接法に比べて標準値に近く，本手法が相関
関数推定においても有効であることがわかる。また，『をＯから102.4まで変化させたとき
の２乗平均誤差は,再評価を行わない場合が0.043であるのに対して,再評価を行った場合
は0.034と減少しており，このことからも本手法におけるβ,,β2の再評価手法の有効性を認
めることができる。
次に，広島市の郊外の国道で測定した非ガウス型の騒音データに本手法を適用した結果
を示す。データはｌ/3[sec]ごとにサンプリングされ,用いたデータは4,500個である。図４
は,このデータに対して上限振幅制限レベルをα2を７１ｄＢＡから５９dBＡまで変化させ(β２
＝0.1291～0.8291)，本手法を用いて平均値および標準偏差を推定した結果である。このと
き，展開係数は２次まで考慮した。また，何らの処理も施さず，振幅制限を受けたデータ
から直接平均値や相関関数を求めた結果（直接法）も併せ示した。図から，振幅制限を受
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けるデータの割合が増加しても本手法による推定結果は０４ｄＢＡ以内の誤差であり，本手
法が環境騒音･振動の統計量推定に関しても有効であることを認めることができる。次に，
同じデータに対して上限を振幅制限し(醜＝６５dBＡ,β2＝0.5409)相関関数の推定を行った。
結果を図５に示す。同図において，本手法による相関関数は直接法に比べて真値に近く，
また，交通信号に起因する弱い周期をも検出している。
４おわりに
本論文では，振幅制限を受けた状態で摂取されたガウス型および非ガウス型不規則波の
観測データから，振幅制限の影響を取り除いたもとの不規則波の平均値，標準偏差，相関
関数など各種の統計量を推定する手法について検討を行った。本手法の有効性は実測デー
タに適用して実験的にも確認された｡すなわち,ガウス型および非ガウス型の実測騒音デー
タに対して人工的に振幅制限を加え，この振幅制限の割合を増した場合も本手法による推
定誤差は大きく変化しないことが確認された。また，振幅制限を受けたデータの時間率か
ら推定したβ,,β2を初期値とした,再評価手法を導入することにより推定値の改善を行うこ
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とができた。
また，本手法による推定誤差は有限エルミート展開表現の次数や再評価の回数とも関連
があり，これらの次数や回数の決め方については今後の検討課題としたい。
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Inthispaper,amethodfordeterminingthestatisticalquantitiesofrandomnoiseor
vibrationsignals,ofwhichtheamplitudefluctuationislimitedbyupperand/orlower
levels,hasbeenproposedfortheidealizedGaussianrandomprocess,andthegeneral‐
izednon-Gaussianrandomprocess・Ｔｈｅｐｒoposedmethodcandeterminestatistical
quantities,ｓｕｃｈａｓｔｈｅｍｅａｎｖａｌｕｅ,thestandarddeviationandthecorrelationfunction，
basedontheexpansioncoefficientswithoutrequiringthecompleteinformationabout
thedistortedobservedsignaLTheeffectivenessoftheproposedmethodwasconfirmed
byapplyingittoactualnoiseunderartificialamplitudelimitations．
